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第４章 地球環境にやさしい持続可能なまち【地球環境】 

 エネルギーが効率的に利用されている 

石油等、化石エネルギーの消費が地球温暖化の主原因となっており、また資源確保の面からも、エネルギー

消費の抑制が大きな課題となっている。このため、エネルギー利用の効率化によって消費の抑制を図る省エネル

ギーの推進、環境への負荷が小さな自然エネルギー等の新エネルギーの利用拡大、経済活動等が都市部へ

過密化することにより生じているヒートアイランド対策を進める。 

評価指標 

区分 項目 基準年度 現況（H29） 目標等 

CASBEE 
CASBEE（建築環境総合性能評価システ

ム：Ａランク以上）による省エネ建築物数 

8件 

（H19年度） 
5件 順次拡大 

ヒート 

アイランド 
ヒートアイランド現象による熱帯夜数 

28日 

(H18 ～20年度平均） 
38日 減少 

新エネルギー 

バイオマス燃料製造施設数 1か所（H19年度） 2か所 順次拡大 

Ｅ３ステーション数 １か所（H19年度） 1か所 順次拡大 

家庭用太陽光発電施設数 
1,109 件 注） 

（H17年度） 

13,576 件 

(H29.12 末) 

H21～H25年度に 

1万基 

（H42年度に10万基） 

注）住宅用太陽光発電導入促進事業による国庫補助を活用したもの 

省エネルギーの推進 

 

未利用エネルギーの利用とエネルギーの効率化 

 

  

クリーンセンター東工場第二工場及び臨海工場では廃棄物発電を行っており、清掃工場で使用する電力を

賄うとともに、余剰電力を電気事業者及び外部施設に供給(売却)している。 

・平成29年度発電実績総発電量：123,463.07 MWh 

・売電電力量：78,406.73 MWh 

・売電収入：1,090,469 千円 

 

Ṯ ṯ 

地球温暖化の主原因である二酸化炭素排出量を削減するため、ESCO事業やコージェネレーション

システムの導入等、施設・建物の省エネルギー化、エネルギー効率の向上を図るとともに、情報提供や

経済的な仕組みを活かして市民・事業者の省エネ型ライフスタイルへの転換を促す。 
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クリーンセンター東工場第一工場及び第二工場では焼却時に発生する熱エネルギーの有効利用を図るため、

各工場内の給湯・暖房のほか、外部施設に蒸気を供給(売却)している。 

 

 

工場 余熱利用方法 供給先等 

クリーンセンター東工場第一工場 
蒸気外部供給 

民間会社 

クリーンセンター東工場第二工場 

市立のびやか健康館 

蒸気タービンによる発電 
電気事業者 

市立のびやか健康館 

クリーンセンター臨海工場 蒸気タービンによる発電 電気事業者 

（参照）資料Ⅸ-2  民間を含めた再生可能エネルギー等導入事例 

Ṩ  

コージェネレーションシステムとは、一つのエネルギー源から電気と熱等複数のエネルギーを取り出して利用す

るシステムをいい、これまでに堺市役所本庁高層館、共同浴場、上下水道局本庁舎、健康福祉プラザ（それ

ぞれ都市ガスから電気と温水を供給）で整備した。 

（参照）資料Ⅸ-2  民間を含めた再生可能エネルギー等導入事例 

 

自然エネルギー、未利用エネルギー等に関する情報収集に努めている。 

（参照）資料Ⅸ-2  民間を含めた再生可能エネルギー等導入事例 

 

新エネルギーの推進 

 

自然エネルギーの導入と普及促進 

 

パッシブソーラシステムとは、機械で太陽熱を取り入れるのではなく、建築的な工夫によって太陽熱の利用効

率を高め、屋内の快適さを保つようにする方式で、これまでに家原大池体育館で整備している。ここでは、屋根

面で集熱した熱気をダクトを通して床下へ流し、コンクリートへ蓄熱するとともに、木製フロアーを通じ輻射暖房

効果を得ており、夏期は集めた熱気を強制放出し、熱負荷の低減を図っている。 

Ṯ ṯ 

大規模な太陽光発電やバイオマス等の再生可能エネルギー、次世代型エネルギー等の多種多様な

エネルギー産業の集積・形成を図るとともに、家庭、事業所、公共施設等市内各地での太陽光発電

設置を促進する。 

 



 

 

 

 

- 140 - 

 

太陽光発電は、太陽光を太陽電池を用いて電力に変換するもので、大気汚染や騒音が発生しない等、環

境負荷の少ない発電方式である。また、日射量さえ確保できればどこでも発電でき、余剰電力は売却が可能

なため、市では太陽光発電システムの普及を推進している。 

市域における太陽光発電システム導入状況は次のとおりである。(表4-1-1、表4-1-2) 

また、平成23年度から実施した太陽熱利用システムの設置費補助金による導入件数は、平成29年度ま

での実績で123件である。 

 

4-1-1 ṕ 29 12 Ṗ 

 10kW未満 10kW以上 

導入件数（件） 13,576  1,424  

導入容量（kW） 52,518  48,591  

 

 

4-1-2  

まちなかソーラー発電所推進事業 

年度 H21  H22  H23  H24  H25  H26  合計 

件数 1,179  1,148  1,367  1,919  1,648  780  8,041  

kW 4,269  4,180  5,633  8,681  8,717  3,520  35,000  

 
注）平成26年度の対象期間：2月1日～9月30日 

 

スマートハウス化支援事業 
スマートハウス等 

導入支援事業 

年度 H26  H27  H28  H29  

件数 170  455  420  422  

kW 829.53  2,140.55  1,959.92  1339.49  

注）平成26年度の対象期間：10月1日～2月28日 

（参照）資料Ⅸ-2  民間を含めた再生可能エネルギー等導入事例 

 

桃山台配水場に、大阪広域水道企業団からの水道水を受け入れる際の余剰水圧を利用して発電を行う

小水力発電設備を設置している。本設備は、受水するための流入管に水車発電機を設置し、水流により水

車を回転させることで発電する設備である。この水車発電機は、水量1,500㎥/h、有効落差30ｍを利用し

て94kＷを発電する。発電した電力は、場内のポンプ動力として使用し、余剰電力は電力会社に売却してい

る。(表4-1-3) 
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4-1-3 ṕ Ṗ  

注）平成26年度までは、平成24年7月23日の若松台水道管漏水事故で、配水ルートを変更したことによって運転

を停止した。平成25年2月中旬に夜間3時間のみ運転を再開し、平成26年6月19日から終日運転を行っている。 

 

燃料電池等エネルギーの高度利用 

近年、水素が酸素と反応して水になる際に生じる電気を利用する技術を活用した燃料電池が注目されて

いる。燃料電池システムは、従来の内燃機関等と比べて燃料を電気に変換する効率が高く、省エネルギー効

果が期待でき、二酸化炭素の排出もなく、国では実用化・普及に向けてその活用を推進している。 

堺市では、平成24年度から太陽光発電システムと併せて設置した燃料電池コージェネレーションシステムに

対して設置費補助を行っており、平成29年度の交付件数は、210件で、総設置件数は実績で961件であ

る。 

また、FCV（燃料電池自動車）の普及促進や水素ステーション誘致を目的として、平成29年度にFCVを

公用車として先行導入した。導入後は、普段は共用車として職員が利用し、休日等は市イベント等で展示・

説明会等を行うことで、市民へ次世代エネルギーである水素エネルギーやFCVについてアピールしている。 

（参照）資料Ⅸ-2  民間を含めた再生可能エネルギー等導入事例 

堺市建築物の総合環境配慮制度（CASBEE堺）の実施 

低炭素都市「クールシティ・堺」の推進を図るため、平成23年8月から「堺市建築物の総合環境配慮制度

（CASBEE堺＜キャスビー堺＞）」を実施している。同制度は、「住みやすさ（安全性・快適性等）」と「環

境への配慮（建物が外部に与える環境負荷）」の両面を含めた建築物の品質を、建築主自らが総合的に

評価し、届出を行う制度である。評価結果については、環境性能表示を用いて広告物等に掲載することで、

環境配慮の取組をわかりやすく知らせることができる。 

また、届出の評価結果は、市のホームページで公表し、特に優れた取組を行った建築物に対しては『堺市建

築環境賞』の授与等の表彰を行うことで、環境配慮に優れた建築物の普及促進を図っている。 

ヒートアイランド対策 

 

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

発電電力量（kWh） 114,564 652,032 796,045 684,541 784,631 

発電力量（kWh） 76,124 372,394 461,261 388,442 457,936 

Ṯ ṯ 

ヒートアイランド対策については、省エネルギー・新エネルギー対策と連携して人工排熱の抑制を行うと

ともに、緑地や水面の活用による地表面・建物の高温化対策等を進め、温度環境の緩和を図る。 
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ヒートアイランド対策の推進 

 

ヒートアイランド現象（大量の人工熱や大気汚染物質が放出される都市では、平均気温が周辺より高くな

り、等温線で表すと島の形になるところからこう呼ばれている。）を緩和するため、平成20年3月に「堺市ヒート

アイランド対策指針」を策定し、「人工廃熱の低減」、「建物・地表面の高温化抑制」、「樹木・水面等の冷却

作用の活用」「オフィス・ライフスタイルの改善」の4つの視点から、屋上緑化、公園・緑地や街路樹の整備等の

緑化や透水性舗装、省エネルギー等を推進している。 

 

緑化は、ヒートアイランド現象の緩和に効果があることから、公園・緑地の整備、街路樹等公共空間の緑化、

民間施設の緑化の促進等に努めている。また、平成15年度から平成24年度までに小学校20校及び支援学

校1校、延べ面積26,682㎡を芝生化した。 

さらに、平成21年度からは屋上や壁面緑化に対する助成制度を設け、平成29年度現在屋上19件、壁

面6件、延べ面積1,039.3㎡の緑化を行った。 

また、臨海部における緑の拠点整備（クールダム）事業を推進するため、大阪府が進める共生の森づくりに

参画し、平成21年11月、臨海部堺第7-3区産業廃棄物処理処分場跡地（5ha）において、市民・NPO

団体・事業者と協働して、約12,000本の植樹を行った。その後、毎年定期的に苗木の下草刈りや共生の森

をフィールドとした野鳥観察会等の環境学習会を実施している。 

 

透水性舗装は、水の循環とともにヒートアイランド現象の緩和に役立つものとして、その整備に努めている。こ

れまでに本庁、各区役所、人権ふれあいセンター、東陶器小学校、竹城台下水管理事務所、市営住宅等の

駐車場、大浜公園中央通、市民会館東駐車場、各所歩道、さくら今池公園等で整備している。 

 

ヒートアイランド対策の一つとして、ゴーヤ等のつる性植物を窓辺に茂らせることで、部屋を涼しくし、またエアコ

ン等の使用を控えて省エネを図るグリーンカーテンづくりを幼稚園・小・中学校、市施設で取り組んでいる。平成

29年度は53校園及び6市施設で取り組んだ。 

 

 資源が循環的に利用されている 

豊かな環境を後世に継承し、持続的発展が可能な社会を構築していくために、生活や産業に欠かせない

様々な資源が持続的・循環的に利用できるしくみづくりが必要である。そのため、廃棄物の発生抑制

（Refuse
リ フ ュ ー ズ

）、減量化（Reduce
リ デ ュ ー ス

）、再使用（Reuse
リ ユ ー ス

）、再資源化（Recycle
リ サ イ ク ル

）の“4R”を基本とする省

資源化対策を費用対効果に留意しながら進めるとともに、一般廃棄物、産業廃棄物それぞれについて、その

特徴に応じた適正な処理を進める。 

また、水も生態系や人間活動を維持する重要な資源の一つとしてとらえ、水循環の構造の回復・創出をめ

ざす取組を進める。 
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評価指標 

区分 項目 基準年度 現況（H29） 目標等 

 
排出量 

402,700 ｔ 

(H16 年度) 
294,581 ｔ 

H22年度に11％抑制

（357,100 ｔ） 

H27年度に14％抑制

（346,500 ｔ） 

一般廃棄物 リサイクル率 
13.1%  

(H16 年度) 
18.6 % 

H22年度に24.5 ％ 

H27年度に28％ 

 

最終処分量 

（焼却残さ＋直接埋立） 

62,500 ｔ 

(H16 年度) 
23.324 ｔ 

H22年度に20％抑制

（49,500 ｔ） 

H27年度に57％抑制

（26,500 ｔ） 

 排出量注）1 
約268万ｔ 

(H22 年度) 
237万ｔ(H26年度) H27年度に約278万ｔ以下 

産業廃棄物 再生利用率注）1 
約30%  

(H22 年度) 
40% (H26年度) H27年度に約30％以上 

 
最終処分量注）1 

9.6万ｔ 

（H26年度） 
9.6万ｔ(H26年度) H32年度に9.5万ｔ以下 

家電 

リサイクル法 

市内で不法投棄された家電4品目の 

収集台数注）2 
－ 225台 － 

建設 

リサイクル法 

再資源化等率 
注）１ 

注）２ 

コンクリート塊 
99%  

（H26年度） 
99%  H32年度に99％以上 

アスファルト 

・コンクリート塊 

99%  

（H26年度） 
99%  H32年度に99％以上 

建設発生木材 
99%  

（H26年度） 
99%  H32年度に99%以上 

グリーン購入 
市施設でのグリーン調達品目（H19年度：

17分野159品目）の購入率 
－ － H30年度に100％ 

水道水 市民一人一日当たりの水道水使用量 

335ﾘｯﾄﾙ/  

人･日 

(H19 年度) 

313リットル/人・日 

（工場等を含む） 

227リットル/人・日 

（一般家庭・事業所のみ） 

順次減少 

雨水等 市施設での再生施設数 
2か所 

(H19 年度) 
4か所 順次増加 

注）１. ５年ごとの調査により数値の見直しを実施。 

２. 堺市循環型社会づくり計画の進捗管理として追記。 

省資源対策 

 

下水汚泥のリサイクル推進事業（再生資源活用型） 

石津水再生センターでは下水汚泥をコンポスト堆肥化することにより、下水汚泥の有効利用を図っている。 

Ṯ ṯ 

省資源・資源循環の促進のため、市民・事業者に対して環境負荷の少ないグリーン調達等の普

及・促進を図るとともに、産官学民のアイディア・資力・技術力等の活用と相互連携により、地域の特

性に応じた資源循環システムの構築と、環境と経済の好循環に寄与する環境産業の育成等を図

る。 
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建設副産物の有効利用とリサイクルの推進 

本市では、建設工事において、資源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正処理を図るための建設リサイ

クル法及びリサイクル原則化ルールに基づき、再生資源利用促進計画書における特定建設資材廃棄物や建

設汚泥の再生資源利用促進率を必ず100％になるように指導している。（表4-2-1） 

なお、平成29年度の建設リサイクル法に基づく届出は143件、通知は241件であった。 

 

4-2-1  

 

情報の収集、提供と調査研究 

 

堺市域での資源循環の具体事例、産業廃棄物埋立処分場跡地での自然環境の育成等について、大阪

府等と連携して、体験学習の場を整備していく。 

 

一般廃棄物対策 

 

ごみの減量化・リサイクル 

 

平成3年度からごみの減量化と資源の有効利用のため、家庭から排出される資源ごみ（缶、びん）の収集

Ṯ ṯ 

一般廃棄物については、堺市一般廃棄物処理基本計画等に基づき、減量化、再利用、資源化を

推進し、適正な処理・処分に努めるとともに、市民意識の啓発及び各種施策の推進に努める。 
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をモデル的に実施して以来、順次実施区域を拡大し、平成9年3月から全市域で実施し、リサイクルプラザで

選別後（一部は直接）、再資源化事業者へ引き渡してリサイクルしている。 

平成21年10月（美原区は平成22年4月）からペットボトル、プラスチック製容器包装、小型金属の収集

を実施し、貯留施設（クリーンセンター東工場内）に集積後、ペットボトル、プラスチック製容器包装について

は公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に引き渡し、小型金属については再資源化事業者に売却し、

リサイクルしている。 

（参照）資料Ⅴ-5  中間処理施設の概要 

 

貴金属・レアメタル等の資源の有効利用を図るため、平成27年8月から使用済小型家電の拠点回収を開

始した。 

本庁・各区役所（堺区役所を除く）及び市内協力店舗の計21か所に回収ボックスを常設し、国が定める

特定対象品目のうち回収ボックスの投入口（縦15㎝×横30㎝）に入る使用済小型家電について、認定事

業者に引渡し、リサイクルしている。平成29年度の回収量は約15トンであった。 

 

ごみの減量化と資源の有効利用を図るため、自治会、子ども会等営利を目的としない住民団体が地域で

自主的に行っている集団回収に対して報償金を交付している。 

対象品目は家庭から排出された新聞、雑誌、ダンボール、紙パック、古布で、報償金額は1kgにつき4円で

ある。（表4-2-2） 

 

4-2-2  

（平成29年度） 

交付団体数 
回 収 量（トン） 報償金総額 

（千円） 新聞 雑誌 ダンボール 古布 紙パック 計 

1,132 15,189 3,978 2,787 1,222 58 23,234 92,845 

（注）端数処理の関係により、合計等が一致しない場合がある。 

 

市役所や区役所等市の施設から排出される紙類を資源として活用するため、各課に資源回収箱を設置す

るとともに、平成26年1月からは、庁内のリサイクル可能な紙類の清掃工場への搬入を禁止する等、庁内古

紙のリサイクルを進めている。平成29年度の古紙回収による資源化量は約484トンであった。 

 

平成6年11月から、市民と市が協働して、ごみの減量化とリサイクルを推進することを目的に、ごみ減量化

推進員を設置（任期2年）しており、地域におけるリーダーとして、市民と市をつなぐ役割を担っている。 

なお、ごみ減量化推進員は、堺市自治連合協議会校区代表者の推薦に基づき、単位自治会ごとに原則

として１人とし、以下の活動を進めている。（市全体で約1,500名） 

Ṇ  

・ごみ減量の啓発 ・集団回収の拡大 ・再生製品の利用促進 
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Ṇ  

・分別収集への協力 

Ṇ  

・啓発資料等の配布 ・会議の開催等 

Ệờ  

ごみの発生・排出抑制、減量化の基本方針として「ごみの４Ｒ運動」を推進している。 

 Refuse ṕ ṖḲ Ṍ Ṍ 

・過剰包装を避ける。ごみになるものを買わない、持ち帰らない。 

・マイバッグを持参し、レジ袋を断る。 

 Reduce ṕ ṖḲ Ṍ Ṍ 

・詰め替え用や量り売りのものを積極的に選ぶ。 

・冷蔵庫の中を整理する。賞味（消費）期限をチェックする。 

 Reuse ṕ ṖḲ Ṍ Ṍ 

・使い捨て容器ではなく繰り返し使える容器を選ぶ。 

・フリーマーケットやリユース（リサイクル）ショップ等を利用する。 

 Recycle ṕ ṖḲ Ṍ Ṍ 

・ごみとせずに適正に分別排出し、資源として再利用する。 

・再生品をつかった環境にやさしい商品を選ぶ。 

 

出前講座、イベント（各区民まつり等）、パンフレット、広報紙、ホームページ、SNS等を活用したごみの減

量化・リサイクル推進の啓発に努めている。 

 

レジ袋の削減、食品ロスの削減等、ごみの減量化・リサイクルに積極的に取り組む小売店や飲食店等を「エ

コショップ」として認定し、消費者に各店舗の取組項目等の情報発信を行っている。平成29年度末現在の登

録店舗は68店舗であった。 

 

公共施設及び協力店舗（19か所）に回収ボックスを設置し、プリンターメーカー等が行う「インクカートリッジ

里帰りプロジェクト」により、プリンターメーカーに引き渡し、リサイクルしている。 

 

撤去自転車のうち保管期間を経過したものを廃棄物として破砕処理し、鉄として再資源化を行っている。な

お、公共・公益事業に供する場合は譲与し、再利用を行っている。 

平成29年度の実績は、再資源化処理として5,611台、再利用は、公用利用・公益事業で220台であっ

た。 

 

事業系ごみについては、一定基準以上の延べ床面積を有する事業用大規模建築物の所有者に対して、

「事業系一般廃棄物減量等計画書」の提出に加え、「事業系一般廃棄物管理責任者」の選任及び届出を
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義務付けている。また、この計画書に基づき所有者に対する訪問指導を行っている。 

なお、平成29年度の事業系一般廃棄物減量等計画書提出対象事業所は、952事業所である。 

一般廃棄物の適正な処理・処分 

 

経済・社会活動の発展に伴う急激な一般廃棄物の増加に対処するため、昭和43年11月に全連続燃焼

方式による第一清掃工場（東工場旧炉、平成8年度廃止）を稼働させたのをはじめ、昭和48年4月には第

二清掃工場（現クリーンセンター南工場）を、昭和52年4月には第三清掃工場（第一清掃工場増設炉、

現クリーンセンター東工場第一工場）を稼動させ、その焼却能力の合計は1,050トン／日となった。しかし、そ

の後のごみ量の増加、施設の老朽化のため、平成5年6月に東工場旧炉更新事業に着手し、平成9年3月に

クリーンセンター東工場第二工場を竣工させ、焼却能力の合計は1,210トン／日となった。また、平成16年度

からPFI手法による「堺市・資源循環型廃棄物処理施設整備運営事業」に着手し、平成25年3月にクリーン

センター臨海工場を竣工させた。さらに、クリーンセンター東工場第二工場においても基幹改良工事による施設

延命化を図り、平成26年3月に工事を完了させた後、老朽化したクリーンセンター南工場を平成26年3月を

もって休止した。平成26年4月からの焼却能力の合計は1,210トン／日となっている。 

なお、最終処分場については、南区畑地先に埋立処分地（南部処理場）を確保し、主に焼却残渣、下

水汚泥、し尿汚泥、不法投棄廃棄物、その他不燃物を、生活環境の保全上支障が生じない方法で適正に

埋立処分するとともに、焼却残渣の一部は大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪湾フェニックス）へ埋立

処分を委託していた。 

平成20年9月の南部処理場への搬入停止後は、大阪湾フェニックスに全量搬入している。 

（参照）資料Ⅴ-5  ごみ処理施設の概要 

 

水銀に関する水俣条約を受けて制定された「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」に基づき、水銀

の環境中への飛散を防止し、市民の健康の保護及び生活環境の保全を図るため、平成29年11月から、家

庭から出る水銀使用廃製品（蛍光管、乾電池、水銀体温計・温度計・血圧計等）の分別（拠点）回収

を実施している。平成30年3月末の回収拠点数は、回収ボックス設置拠点（公共施設、協力スーパー等）

24か所、回収協力店（協力電気店やホームセンターの店頭で回収）46か所の、計70か所である。 

回収した水銀使用廃製品は、民間事業者に処理を委託し、水銀を回収した後、ガラス、金属等をリサイク

ルしている。 

 

 

ごみ処理施設等に対し、大気汚染対策、水質汚濁対策、騒音・振動対策、緑化等の環境対策を実施し

ている。 

 

直接公共下水道へ放流できないくみ取便所のし尿及び浄化槽の汚泥を収集し、クリーンセンター浄化ステ

ーション又は三宝水再生センターに搬入している。 

なお、クリーンセンター浄化ステーションにおいては前処理のみを行い、泉北水再生センターに圧送して、下水
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と共に処理を行っている。クリーンセンター浄化ステーションには、ほかに地域下水道処理施設汚泥、ディスポー

ザ汚泥、し尿を含むビルピッド汚泥が搬入されている。 

（参照）資料Ⅴ-6 し尿処理施設の概要 

３ 産業廃棄物対策 

 

法律、条例による規制 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下この節において「廃棄物処理法」という。）では、排出事業

者、産業廃棄物処理業者等に適正処理を確保させるために、産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の保

管、収集運搬、処分の基準や産業廃棄物処理施設の構造・維持管理基準が定められている。 

本市では、廃棄物処理法に定める規制等の事務の円滑かつ適正な実施に努めており、特に環境への影響

が大きい処分業の許可に当たっては関係各部課と協議のうえ環境保全の観点から総合的判断に立って許可

審査事務を慎重に行っている。 

また、「堺市循環型社会形成推進条例」では、土地所有者等の責任、産業廃棄物管理責任者の設置、

保管施設の届出、施設の設置に係る手続き等を定めている。 

平成29年度の産業廃棄物処理業許可・届出等の状況は次のとおりである。 

（表4-2-3,4） 

（参照）資料Ⅴ- 9 産業廃棄物処理施設の許可状況 

資料Ⅴ-10 産業廃棄物処理業者数 

資料Ⅴ-11 再生利用業個別指定業者数 

資料Ⅴ-13 循環型社会形成推進条例にかかる保管届出件数 

 

4-2-3  

2 - 6 40 -

- 1 - 2 -

- 4 3 25 -

- - - 2 -  

 

4-2-4  

- - - - -  

Ṯ ṯ 

産業廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物排出者処理責任を基

本に規制指導を強化するとともに、堺市循環型社会形成推進条例による「堺市循環型社会づくり計画」

に基づき、排出抑制・減量化・有効利用や適正処理等の促進に努める。 
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立入り指導・調査等の状況 

 

産業廃棄物の排出量、保管方法及び処理処分方法をチェックするために立入り指導等を行った。 

平成29年度の立入り件数は587件であった。 

 

本市の許可を有する産業廃棄物処理業者､特に積替・保管業者、中間処理業者の処理実績及び産業

廃棄物の保管、処理処分の状況を確認し、産業廃棄物の適正処理を指導するため立入り調査を行った。 

平成29年度の立入り件数は44件である。 

 

処分場に係る構造基準、維持管理基準の遵守状況や周辺環境を調査し、環境汚染を未然に防止する

ために立入り調査を行い、処分地からの浸出水を必要に応じて採取し分析した。 

なお、本市には公共関与による産業廃棄物処理施設として、堺第7-3区埋立処分地（大阪府）及び大

阪湾広域臨海環境整備センター堺基地（積替え）が立地している。堺第7-3区埋立処分地は、平成16年

3月に廃棄物の受入れを終了、また平成18年2月に残土の受入れも終了しており、現在は処分場内及びそ

の周辺水域等の水質調査を実施している。また、大阪湾広域臨海整備センター堺基地に対しては、センター

が行っている受入れの可否について審査を行うとともに、定期的に立入り調査を行い搬入された産業廃棄物の

保管状況等をチェックしている。 

（参照）資料Ⅴ-15 処分地の採水状況 

産業廃棄物の適正処理等 

ṕ Ṗ  

産業廃棄物排出事業者が処理業者に処理委託する際にマニフェストを交付し、産業廃棄物の適正処理

を確認するよう指導、啓発を行っている。 

 

「堺市建設工事等における産業廃棄物の処理に関する指導要項」（平成23年3月一部改正）によって、

建設工事業者に対し排出抑制、資源化、減量化や適正処理を指導している。 

使用済み自動車の再資源化対策 

 

使用済自動車の再資源化等に関する法律では、自動車所有者やこれまで自動車リサイクルを担ってきた関

連事業者（引取業者、フロン類回収業者、解体業者、破砕業者等）の役割を明確化し、シュレッダーダスト、

エアバッグ類、フロン類等の適正処理を確保し、不法投棄の防止に資するために、関連事業者は都道府県知

事又は政令市市長による登録・許可制となっている。 

本市では、許可事業者等を指導・助言することによって、使用済自動車の再資源化、適正処理の推進に

努めている。なお、平成29年度の許可等事業者に対する立入り件数は34件である。 

平成29年度の自動車リサイクル法関係登録・許可・届出等の状況は次のとおりである。（表4-2-5） 
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4-2-5   
（単位：件） （平成29年度）

新規登録 更新登録 変更届等

新規許可 変更許可 更新許可 変更届等

破砕業 - - - 1

解体業 1 - 2 2

536

フロン類回収業者 11251

引取業者 33

 

 

（参照）資料Ⅴ-12 自動車リサイクル法関係の登録及び許可状況 

 

その他の対策等 

 

廃棄物の不適正処理を行った事業者に対しては、廃棄物処理法、循環型社会形成推進条例に基づき改

善勧告、改善命令等の行政指導や行政処分を行っている。 

 

廃棄物の広域処分を推進するため、広域処分場適正受入協議会（大阪湾広域臨海環境整備センター）

に参画し、堺市域からの廃棄物の適正処分の確保のため、堺基地への搬入物の審査・把握を行っている。 

（参照）資料Ⅴ-16 堺第7-3区埋立処分事業の概要 

資料Ⅴ-17 大阪湾広域臨海環境整備センター堺基地の事業概要 

資料Ⅴ-18 大阪湾広域臨海環境整備センター堺基地の搬入実績の推移 

資料Ⅴ-19 大阪湾広域臨海環境整備センター堺基地の種類別搬入実績 

資料Ⅴ-20 大阪湾広域臨海環境整備センター堺基地受入区域 

 

４ 水循環を確保するための対策 

 

地下水源の涵養等 

地下水源の涵養及び保水能力の向上を図るため、透水性舗装の整備、公園緑地の整備、緑化の推進、

河川・ため池の改修時における地下浸透機能の確保、農地や樹林地の保全等に努めている。 

Ṯ ṯ 

河川流域の保水能力の向上、水資源の有効利用、河川等の浄化能力の回復や生態系の維持 

向上、親しみやすい水辺環境の創造等、水質、水量、水辺、水生生物等を総合的に水環境としてとら

え、水循環を基本にした施策を進める。 
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雨水の利用等 

本庁舎本館、西区役所、東消防署及び西消防署では雨水を貯留し、その水を濾過装置により水質処理

を行ったうえ、トイレ用水や植栽への散水に利用している。 

また、市民に対し、雨水利用のPR及び節水を促すよう啓発に努めている。 

下水処理水の利用 

 

石津水再生センターでは、修景施設として設置したビオトープ（樹木や草花、水生植物等を植え、その後

はできるだけ人の手を加えないで、昆虫や小鳥、小魚等が繁殖できる環境）の管理に下水処理水を使用して

いる。 

また、三宝水再生センターの場内作業用道路沿いに多くの水を必要とするあじさい約100種1600株があり、

栽培に下水処理水を利用している。このあじさいは、毎年６月に一般公開し、多くの市民の皆様の憩いの場と 

なっている。 

 

堺浜地区には、堺市立サッカー・ナショナルトレーニングセンター（J-GREEN堺）、基幹的広域防災拠点、

クリーンセンター臨海工場等の公共施設や、グリーンフロント堺、テクノパーク及び商業施設が建設されている。 

三宝水再生センターで高度処理された下水処理水（再生水）を同地区へ送水し、水洗便所洗浄用水

や散水用水、工業用水等として利用するとともに、公共用水域への放流負荷削減に努めている。 

堺浜地区への送水は平成21年8月から実施している。 

 

三宝水再生センターで高度処理された下水処理水（再生水）を鉄砲町地区へ送水し、イオンモール堺鉄

砲町で給湯熱源・空調熱源として利用後、同施設の水洗便所洗浄用水等の利用や、内川緑地のせせらぎ

水路と内川（二級河川）に送水することで、潤いと活力あるまちづくりの実現に貢献している。 

鉄砲町地区への再生水の送水は平成28年3月から実施している。 

水道水の漏水対策 

漏水調査による漏水の早期発見や経年劣化した水道管の更新等による漏水対策を行い、水資源の有効

利用に努めている。 

工場排水のクローズド化の促進等 

工場・事業場に対し、排水の再利用やクローズド化の指導に努めている。 
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 地球環境保全に貢献する 

二酸化炭素等の温室効果ガスの増加による温暖化やフロン等によるオゾン層の破壊、酸性雨、熱帯雨林

の減少等、地球的規模の環境影響が懸念されている。問題は地球規模であるが、その原因は個人や地域に

あることから、これらの問題に対して地域からできる取組を、国際社会との連携も意識しながら進めていく。 

評価指標 

区分 項目 基準年度 現況（H27年度） 目標等 

温室効果 

ガス 

市域全体の 

温室効果ガス排出量 

842万t-CO2 

(H17(2005) 年度) 

881万t-CO2 

（4.6％増加） 

H32(2020) 年度に5％

増加まで抑制 

産業部門、民生部門、運

輸部門、廃棄物部門等、

各分野の温室効果ガス排

出量 

 

 

民生部門181万t-CO2 

運輸部門123万t-CO2 

廃棄物部門24万t-CO2 

その他注）224万t-CO2 

（H17(2005) 年度） 

 

民生部門 

209万t-CO2 

（15.6% 増加） 

運輸部門 

113万t-CO2 

（7.8％削減） 

廃棄物部門 

17万t-CO2 

（28.4% 削減） 

その他注）145万t-CO2 

（増減なし） 

H32（2020 ）年度に

15％削減 

 

産業分野の温室効果ガス

排出原単位 

1,849t -CO2/百万円 

（H17(2005) 年度） 

1,455t -CO2/百万円

（21.3 ％改善） 

H32(2020) 年度に

15％改善 

注）1. 基準年度の数値は、「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策）策定マニュアル（平成29年3月環境省

発行）に基づいて集計しなおしたものである。 

   ２．その他は、CO2以外の温室効果ガス及びエネルギー転換部門温室効果ガス排出量である。 

   ３．産業部門の温室効果ガス排出原単位は、製造出荷額あたりの温室効果ガス排出量である。 

 

地球環境保全への貢献 

 

地球温暖化対策 

 

樹木は、光合成によって二酸化炭素を吸収することから、公園・緑地の整備、街路樹等公共空間の緑化、

民間施設の緑化の促進等に努めている。 

 

本市においては、「第2次堺市環境モデル都市行動計画」を策定し、太陽光発電の推進等、温室効果ガス

Ṯ ṯ 

省エネルギー対策、資源循環対策に重点的に取り組むとともに、フロンの回収、熱帯産木材の使用の

削減、酸性雨に関する調査等、地球環境保全に貢献できる施策を進める。 
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の排出量削減に努めている。 

平成29年8月には、地球温暖化対策の推進に関する法律第21条の規定に基づく地球温暖化対策実行

計画と、「第2次堺市環境モデル都市行動計画」を統合した「堺市地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）＜環境モデル都市行動計画＞」を策定し、取組を進めている。 

堺市における温室効果ガスの排出量は、平成26（2014）年度で923万トン（CO2換算）であり、平成

25（2013）年度から13万トン（1.4％）の減少となっている。（図4-3-1） 

 

4-3-1  

 

 

本市においては、堺市環境マネジメントシステム（S-EMS）及び地球温暖化対策の推進に関する法律第

21条の規定に基づく堺市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を策定し、市の事務事業に伴って排

出される温室効果ガスの排出量削減に努めている。 

本市の事務事業から排出される温室効果ガスは、平成29（2017 ）年度は16.3 万トンで、前年度より約

2.5％削減した。（表4-3-1） 
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4-3-1  

(単位：ｔ－CO2)   

分類 項目 H23 H24  H25  H26  H27  H28  H29  

エネルギー起源

CO2
注）1 

電気注）3 49,996  45,364  50,646  41,975  41,851 41,118 41,592 

都市ガス 27,710  23,389  12,0 44 13,706  12,560  12,854 14,431 

LPG 455  490  486  504  458  494 523 

 

A重油 901  832  831  294  78  19 21 

灯油 199  190  264  355  660  509 607 

コークス - - 14,593  15,720  18,303  16,161 11,757 

熱（蒸気・温水） 2,257  2,266  1,412  370  304  331 350 

車両燃料（ガソリン・軽油等） 1,574  1,583  1,609  1,575  1,599  1,626 1602 

その他 11 210  27 28 25  27 25 

小計 83,102  74,323  81, 912  74,527  75,837  73,139  70,907 

上記以外の温室

効果ガス注）2 

廃棄物焼却注）4・下水処理 146,243  147,409  146,698  139,038  132,904  128,537,  126,404 

売電・売熱 -21,573  -17,061  -24,782  -37,683  -40,086  -34,266 -34,129 

その他 109  85 73 106  77 81  86 

小計 124,780  130,433  121,988  101,461  92,894  94,352  92,362 

計 207,881  204,756  203,901  175,988  168,731  167,491 163,269  

 
 注）１. 電気・都市ガス・車両燃料等エネルギー使用に伴うCO2排出量 

２. 廃棄物焼却・下水処理等に伴う温室効果ガス排出量（CO２換算量） 

３. H2 0年度の温室効果ガス排出係数（0.35 5）で算出 

４. 清掃工場搬入量より算出 
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地域グリーンニューディール基金（地域環境保全対策費補助金）を活用して、市有施設への先導的な省

エネ、新エネ設備の導入を進めた。（表4-3-2） 

 

4-3-2  

施設名等 省エネ・創エネ設備の内容
CO2削減効果

(t-CO 2/年)
注）

中区役所 太陽光発電の導入、高効率照明灯への交換、トップランナー変圧器への交換、窓用熱遮蔽フィルムの貼付 34

クリーンセンター東工場 空調設備（電気式を蒸気式に交換）、高効率照明器具への交換 211

泉北下水処理場 太陽光発電の導入、高効率照明灯への交換、窓用熱遮蔽フィルムの貼付 25

堺市道路照明灯のLED化
市内主要駅前の既設道路照明灯（水銀灯・ナトリウム灯）を一体的にLED照明等に交換（堺駅西広場、

泉ヶ丘駅前南広場）
9

注）計画数値  

オゾン層保護対策 

 

主要なオゾン層破壊物質の生産は、日本では既に全廃されているが、過去に生産された冷蔵庫、カーエア

コン等の機器の中に充てんされたフロン類（CFC、HCFC、HFC）が相当量残されている。オゾン層保護の推

進には、こうしたフロン類の回収・破壊の促進が大きな課題となっている。 

そのため、家庭用エアコン・冷蔵庫・冷凍庫については特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第

97号）、業務用冷凍空調機器についてはフロン排出抑制法（平成26年省令第7号）、カーエアコンについ

ては使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成14年法律第87号）において、これらの機器の廃棄

時に機器中に冷媒等として残存しているフロン類の回収が義務付けられている。さらに、フロン排出抑制法では、

廃棄時だけでなく、フロン類の製造から廃棄までのライフサイクル全体を見据え、フロン機器等管理者に定期的

な点検が義務付けられる等、平成27年4月1日から、新たに遵守事項が定められている。 

その他の対策  

 

本市が発注する公共工事におけるコンクリート型枠工事について、平成4年から針葉樹複合合板の採用、

合板型枠以外の型枠使用等により、熱帯木材合板型枠の使用削減に努めている。 

国際協力の推進 

地球環境問題に関する国際会議やシンポジウム等に参加し、情報の収集・発信に努めている。 


